
資産運用会社のミドル／バックオフィス業務のアウトソースへの対応

外貨建国内籍投信の取り扱い
国内の低金利市場環境を背景に、多様化する外貨建資産への投資ニーズに応えるために、国内初となる外貨による購入、
解約が可能とする国内籍投資信託の取り扱いを開始いたしました。（2016年11月）
従来、外貨建資産へ投資するためには、外貨建資産を投資対象とする円貨建の投資信託を購入するか、海外で設定された
外国籍の投資信託を購入することが一般的でしたが、本商品は既に保有している外貨で国内籍の投資信託を直接購入する
ことができます。
本商品は、国内の法律（投資信託および投資法人に関する法律等）に基づき、設定、解約等の運営、基準価額の計算、ディ

スクロージャー等が実施されるほか、為替コストの低減や租税条約の適用等のメリットがあり、投資家にとって投資の幅が広
がる商品となっています。
なお、当社では外貨建での特金ファンドについても取り扱い可能です。

お客さま
（投資家）

『外貨建国内籍投信』

外貨での
受払

運用指図 投資

購入

解約
外貨建資産

（株式・債券等）
受託銀行

（信託財産の管理）

および

国内投信委託会社
（信託財産の運用）

当社は本邦で最初に投信委託会社様の基準価額算出業務をはじめとする投信委託アウトソースサービスを開始して以来、
長年に亘って培った投資信託の受託ノウハウを活かした高品質なサービスをご提供しており、ご利用いただいている投信委
託会社様はもとより、本邦の投資信託業務に進出する外資系投信委託会社様や新たに投資信託業務に参入される企業様な
どから高い評価をいただいています。
昨今のアウトソースニーズの高まりに対応し、基準価額算出業務だけでなく、ポストトレードプロセスから各種レポーティン

グサービスに至る広範な投信委託アウトソースサービスをご提供する態勢を構築し、2023年3月末現在、ファンド数約2,700
本、純資産残高約45兆円を管理しています。
また投資一任業会社様向けに、アカウンティングやレポーティング等の投資一任アウトソースサービスをご提供しており、
また金融法人会社様向けには、信用リスク計測用レポートの作成提供を行っています。
2018年7月にこれらのサービスを専門に扱う運用管理部を設置するなど、資産管理専門信託銀行の高い専門性を活かし

た高品質なアウトソースサービスをご提供する態勢強化に努めています。

お客さまのニーズに即した
最適なソリューションのご提供
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外貨建国内籍投信の仕組み
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様々なETF管理サービス
ETF（上場投資信託）の市場拡大が進む中、当社ではこのサービスも積極的な取り組みを続けており、2023年3月末現在、
当社は国内籍ETFの純資産残高の約7割を管理しています。
当社は2001年7月に国内株式指数に連動する現物拠出型ETFを受託して以来、ETF管理ノウハウの蓄積とシステム整
備を進め、「金価格連動型」、「上海株式指数連動型」、その他の各種ETFを取り扱ってまいりました。また、2019年6月には、
国内初となる日本と中華人民共和国のETFの相互上場スキームである「日中ETFコネクティビティ」に対応したファンドの取
り扱いを開始しました。
また、ETF市場の流動性を向上させるために設置された「ＥＴＦの設定・交換の決済に係る清算制度等の検討に関するワー
キング・グループ」のメンバーとして制度を構築する等、各関係団体との協議を通じて業界の発展に貢献しています。
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MSCIジャパン高配当利回りインデックス連動ETF

TOPIX Ex-Financials連動ETF

JPX日経インデックス400連動ETF
通貨連動型ETF

原油価格連動型ETF

ICE米国国債7-10年指数連動ETF

当社　　　44兆7千億円
日本全体　63兆3千億円

2023.3
末純資産残高

日中ETFコネクティビティ
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提供価値

ETF　純資産残高
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包括的な有価証券管理業務のアウトソースニーズへのご対応 
～有価証券管理業務サービスの高度化への取り組み～
「有価証券管理業務サービス」では、これまでの有価証券の保管、決済を中心とした有価証券管理に加え、有価証券管理に
かかるお客さまの経理処理や各種報告作成業務等を当社がお客さまに代わって行います。
このサービスにより、有価証券に関する法制度の変更等で必要となるシステム投資、業務の見直しなどで発生するお客さ

まのコストを抑制し、業務の効率化が可能となります。
当社では、これまで信託業務で培った有価証券管理、レポーティングノウハウを活用して、2005年4月から本格的に本サー

ビスの提供を開始しました。
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包括的な有価証券管理業務のアウトソースの仕組み
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提供価値

投資信託に係る事務の受託銀行集約
～本邦初の「基準価額一者計算」への取り組み～
現在、国内籍投資信託においては、有価証券等の売買の都度、投信委託会社と受託銀行がそれぞれ基準価額算出や

開示資料作成等を行っています。
このため、投信委託会社はこの業務に要する専門的な人材や管理システムを確保、維持する必要があり、このことが
国内外の運用会社の市場参入を妨げる一因となっていました。
この課題に対処するため、当社では国内籍投資信託において当該業務を当社に集約し、基準価額算出等の業務を受
託銀行が単独で担う仕組みを開発し、2020年2月よりこの運用を開始しました。
この仕組みにより、投信委託会社（運用会社）は経営資源を資産運用業務へ集中して配することが可能となり、国内外
の運用会社の市場参入を容易とするだけにとどまらず、既存の投信委託会社の業務効率向上をご支援できるようになり
ました。

基準価額一者計算の仕組み

現行 受託銀行集約

委託者（投信委託会社） 委託者（投信委託会社）受託者（受託銀行 ) 受託者（受託銀行 )

運用指図

販売会社・新聞社提供 販売会社・新聞社提供

検証

基準価額算出

開示資料の作成

モニタリング資料作成

運用指図

基準価額算出 基準価額算出

開示資料の作成 開示資料の作成

照合

照合
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